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研究成果の概要（和文）：日本における第二次世界大戦（WWII）の犠牲者が、特定地域の特定年齢階層の男性に
偏ったことによって生じた人口構造のアンバランスが、その後の当該地域の産業発展や労働市場に与えた影響を
考察した。WWIIを直接経験した世代が高齢化し物故する中、日本社会にもたらした影響について冷静に議論を積
み重ねる必要が以前にも増している。厚生労働省や各都道府県援護担当の助力のもとに、新しい統計を作成する
など情報収集も進めた。その結果、WWIIにおいて若年男性を多く失った都道府県では、戦後の製造業化が遅れた
可能性があることがわかった。ただし、この効果は数量的には小さく、また高度成長前半でほぼ消失したことも
わかった。

研究成果の概要（英文）：The impact of the demographic imbalance caused by the disproportionate loss 
of men from specific age groups in certain regions during World War II in Japan on subsequent 
industrial development and labor markets in those regions is examined. As the generation that 
directly experienced WWII ages and passes away, it is more important than ever to discuss the war's 
impact on Japanese society. With the assistance of the Ministry of Health, Labour and Welfare and 
prefectural aid offices, new statistics were compiled and information gathered. As a result, we 
found that prefectures which lost many young men during WWII may have experienced a delay in the 
postwar shift to manufacturing. However, we also found that this effect was quantitatively small and
 nearly disappeared in the early years of the high economic growth period.

研究分野： 労働経済学

キーワード： 郷土聯隊　戦没者　労働市場　都道府県

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
統計上、第二次世界大戦の犠牲が特定地域の特定年齢階層の男性に集中していたことはわかっていたが、政府に
よる「戦争被害受忍論」が主張されるなか注目されることは少なかった。本研究は戦争犠牲者の偏りが実際には
かなり大きく、少なくとも高度成長期の前半まで影響したが、それにもかかわらずその影響は高度成長期後半に
は消失したという統計的事実を示した。従来、戦後社会は終戦直後のさまざまな社会改革のうえに成立してお
り、高度成長もその制度改革の結果として解釈されてきたが、本研究の結果は市場経済の安定性ゆえに高度成長
が達成されたという解釈を示唆し、戦後制度改革の効果について新たな知見を提出したといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
第二次世界大戦（以下、WWII）は、個人･家族･集団･組織など、日本社会のあらゆるシステム

を根本的に変えてしまったと一般には考えられている。労働問題に限っても、長期雇用など日本
的雇用慣行が戦時経済に根差すと主張する議論は絶えず指摘されており、確かに退職金の淵源
を制度的に辿ると戦時期の退職積立金及退職手当法に行きつくこともよく知られている。 
ところが、具体的な影響が正確に議論されているわけではない。ひとつには、敗戦時にそれま

での記録が破棄されたことによって、戦時中の客観的なデータの多くが消失してしまったとい
う、分析材料の不足がある。また、GHQ による制度改革や高度経済成長による社会の変容が相
次いだため、WWII の影響のみを分離して考察することが難しいという、方法的難点があった。 
そして何よりも、WWII の記憶をもつ当事者の尊厳を守るためには、余りにも多岐に渡った影

響の一断面のみを取り出して議論することができなかったという事情もあるだろう。一方、多面
的に重なり合う関係からひとつの因果関係を抽出する方法は、計量経済学を中心に近年急速に
発達し、普及した。WWII の直接の当時者が物故する中、大戦が日本社会にもたらした影響につ
いて冷静に議論を積み重ねる必要が以前にも増しており、本研究のような立場で議論を提示す
る機会が熟しつつあるといえる。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、日本における WWII の犠牲者が、特定地域の特定年齢階層の男性に偏った

ことによって生じた人口構造のアンバランスが、その後の当該地域の産業発展や労働市場に与
えた影響を考察することにある。WWII の影響を大局的に評価することは、現代にあっても依然
として難しい。しかし、日本の社会科学にとって避けては通れない論点でもある。もともと、先
達の努力によって分析材料は少なからず受け継がれており、近年発達した統計的検証方法を用
いれば、部分的にでも歩を進めることはできる時期に差し掛かっているだろう。本研究は、「郷
土聯隊」という旧陸軍の制度ゆえに発生した、戦争犠牲者の人口分布上の偏りが後年にもたらし
た影響を統計的に検討することで、WWII の影響を総合的に議論する。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 本研究は、旧陸軍の基本的な戦力単位を形成した歩兵連隊が、特定地域出身者（多くは都道
府県単位）を招集して形成されたことから出発する。この編成方法は郷土聯隊と称され、たとえ
ば茨城県出身者が多かった歩兵第二聯隊には「水戸聯隊」と地域名の俗称がつけられるなど、部
隊のアイデンティティでもあった。また、徴兵直後の現役兵で構成された場合には、兵士の年齢
階層も 20～23 歳に集中する。そして、WWII では、東南アジア島嶼部の戦場を中心に防衛部隊が
ほぼ全滅するという「玉砕」が繰り返されたことはよく知られている。防衛部隊の中心は陸軍の 
歩兵連隊だったので、郷土聯隊制度を勘案すると、玉砕が発生した際には特定地域の若年男性が
数千人単位で死亡するという事態が生じていたことになる。その結果、特定地域の特定年齢階層
において男女差が偏るという現象が発生したと考えられる。 
 
(2) この偏りを統計的に示すために次のように変数を定義する。まず、t年の国勢調査を用いて
j都道府県の c年齢コホートごとの男女比率を 
 

௧݅ݐܴܽ =
௧݈݁ܽܯ#

௧݈݁ܽ݉݁ܨ#
 

 
とする。ここで#Malecjtと#Femalecjtは、t 年 j 都道府県 c コホートのそれぞれ男性の数と女性の
数を指す。さらに、1935 年と 1947 年の国勢調査を用いて、j都道府県 cコホートの WWII 前後の
男女比の変化を 

 

݅ݐܴܽ∆ = ݅ݐܴܽ ,ଵଽସ −  ,ଵଽଷହ݅ݐܴܽ

 
として算出する。WWII による男女比の変動は各都道府県コホートで一度しかないので、ここで
添え字の tがなくなっていることに注意されたい。次に、高度成長期以降の t年 j都道府県 cコ
ホートの産業構造や就業率などのターゲット変数（Ycjt)を上記変数に回帰することで、相互の統
計的相関を確かめる。すなわち、基本となる回帰モデルは、 

 



ܻ௧ = ߙ + ߚ ∙ ݅ݐܴܽ∆ + ߠ + ߠ + ௧ߠ +  ௧ߝ
 
を考え、最小二乗法で推定されたβをもって因果関係を同定すると解釈する。本研究では、
∆Ratiocjのコホート間のばらつきは陸軍の現役徴収重視の制度により、都道府県間のばらつきは
郷土聯隊が派遣された戦地によると想定し、外生性は担保されていると考える。 
 
 
1． 研究成果 
 
(1) まず男女比の減少が特定年齢コホートに偏ったことについて、年齢コホートを 1945 年時点
の年齢で 3つのグループにわけ、それぞれの男女比の推移を示したのが次の図である。 
 

 
 
男女比の減少（すなわち男性の減少）は、1945 年時点で 20～34 歳のコホートに集中しており、
同時点で 35 歳以上のより高齢のコホートと 19 歳以下のより若年のコホートでは、ほとんど男
女比の減少は起こっていない（35 歳以上のコホートの男女比が継続的に減少しているのは、高
齢化による。一般に女性よりも男性のほうが寿命が短いため、コホートが高齢化すると男女比が
減少する現象はどこの国のどこのコホートにもみられる）。これは当時の陸軍が徴兵検査直後の
入営を重視したために起こったと考えられる。 
 
(2) もっとも強く戦争の影響を受けたと考えられる 1945 年時点で 20～34 歳のコホートの中で
も、都道府県によって男女比の減少はばらついていた。次の図は、都道府県コホートごとの男女
比の変化分を、大きく下落するほど濃くなるように着色した。中央の地図は 1945 年時点で 20～
34 歳のコホートについて、両側の地図は 1945 年時点でそれぞれ 10～19 歳と 34～49 歳について
同様に算出した男女比の変化分を図示した。 
 

 
 
先にみたように男女比の減少を示す着色箇所は中央の 1945 年時点で 20～34 歳にのみ観察され、
両側の 10～19 歳と 35～49 歳のコホートでは、戦前戦後を通じて男女比はほとんど変化してい
ない。また、男女比の減少は、大阪府のように大都市に生じた場合もあれば、島根県や宮崎県の
ように農村部で生じた場合もあり、はっきりとした傾向はみて取れない。 
 
(4) 基本モデルの推定結果を要約したのが次の表である。(1)から(3)は、被説明変数にそれぞれ
製造業比率、農業比率、サービス業比率をとったもので、(4)から(6)は、被説明変数にそれぞれ
雇用率、女性の労働参加率、男性の労働参加率をとったものである。注目するべきβの推定値は、
「Gender ratio change 1935-47」の行に、推定係数と標準誤差を掲示している。 
 



 

 
男女比率の製造業比率に与える影響は 0.052 と推定され、統計的に有意にゼロと異なると判断
して差支えないだろう。つまり男女比率が低下すると製造業比率が低下する。逆に農業比率とサ
ービス業比率に関する推定係数は統計的には有意ではないが負に推定されている。女性の労働
参加率についても負に推定されており、男女比率の低下は女性の労働参加率を上昇させる。 
 ただし、0.052 という推定係数は、仮に男女比率が 0.1 低下した場合に、製造業比率が 0.0052
つまり 0.5％ポイント低下することを意味するに過ぎない。平均的な製造業比率は 24.1％なの
で、影響はかなり小さい。 
 
(5) 次にβと年ダミーを交差させ、男女比率の低下の影響を年毎に追った結果を示したのが次
の図である。 
 

 

 
産業比率に対する効果が最初の 15～20 年、つまり 1955～1965 年前後くらいに出現し、その後は
消えてしまっているのがわかる。つまり、男女比の減少の効果は高度成長後半にはすでに消失し
ていた可能性が高い。 
 
(6) 統計上、第二次世界大戦の犠牲が特定地域の特定年齢階層の男性に集中していたことはわ
かっていたが、政府による「戦争被害受忍論」が主張されるなか注目されることは少なかった。
本研究は戦争犠牲者の偏りが実際にはかなり大きく、少なくとも高度成長期の前半まで影響し
たが、それにもかかわらずその影響は高度成長期後半には消失したという統計的事実を示した。
従来、戦後社会は終戦直後のさまざまな社会改革のうえに成立しており、高度成長もその制度改
革の結果として解釈されてきたが、本研究の結果は市場経済の安定性ゆえに高度成長が達成さ
れたという解釈を示唆し、戦後制度改革の効果について新たな知見を提出したといえる。 
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